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社 会関連会計の動向と開示規制

松 尾 幸 正
（関西大学）

Ｉ ． は じ め に

企業 における 環境問題への 取り組みに対する会計的ア プローチをは じめとす る企業の 社会関

連会計は１９６０年 代に 端を 発し、 １９７０年代半 ばには実 践的にも理 論的
に も大変な 高潮を示した。

社会関連会 計の 理想型は、 企業活動
が社会に 及ぼす 影響を 社会 的努力ま たは 怠慢および社会

的 貢 献 ま た は 損 耗 と し て 認 識 し た う え で、 そ れ ら を コ ス ト・ ベ ネ フ ィ ッ ト 計 算 に 基 い て 社 会 的

に 測 定 ・ 開 示 す る こ と で あ る。 し か し、 そ こ に は、 ベ ネ フ ィ ッ トの 測 定 を は じ め と し て、 多 く

の 困 難 を 伴 う 。

Ｉ本 稿 で は、 ア メ リ カ を 中 心 と し
た１９８０年 代 に お け る 社 会 関 連 会 計 の 特 徴 を１９７０年 代 と 対 比 し

たの ち、 環 境情報を 中心に開示規制について検討する。

皿．１９７０年 代 の
社 会 関 連 会 計一 規 範 的 ア プ ロ ー チ ー 一

一般大衆と政 府規制主体に よる 企業に対する開示圧力の増大により、１９７０年 代半ばに は企業

は年次報告 書を通 じて社会関 連活動を 積極的に開示 しようと した。 すな わち、 表１に示したよ

う に、 １９７１年 に は 社 会 関 連 活 動 開 示 会 社 は５１
％ で あ っ た の が、 １９７５年 に は８６％ に 達 し て い る。

企業にお けるこう した実 践的な 社会 関連活動に呼応して、 理 論的に もいく つか
の モデルが提

案 さ れ た。 代 表 的 な モ デ ル と し て、 次 の も の が あ る。

① Ｂａｕｅｒ ａｎｄ Ｆｅｍ 「社 会 目 標 達 成 過 程 監 査 （ｐｒｏ㏄ｓｓ ａｕｄｉｔ） 」 （１９７２）

② Ｌｉｎｏｗｅｓ ｒ 社 会 一 経 済 活 動 報 告 書 （Ｓｏｃｉｏ－Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ Ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 」
（１９７３）

③ Ａｂｔ ｒ社 会 一 財 務 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 （Ｓｏｃｉａ１ ａｎｄ Ｆｉｎａｎｃｉａ１ Ｂａ１ａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ

表 １ １９７１－１９７５年 フォ ー チ ュ ン ５００ 社 社 会 責 任 開示 の 推 移

パ セ ン ト

分 類
１９７１年 １９７２年 １９７３年 １９７４年 １９７５年

社 会 責 任 開示 会 社 ５１．４

社会責任非開示会社 蛆

１００．
Ｏ

年 度 別 有 効 件 数 （会 社 数） （４６５）

５８
，
１ ６０，１

６９
，
６ ８５

，
７

４１．９ 鋤 独 １４．３

１００
．
０ １００．０

１００
．
Ｏ １００

．
０

（４９２） （４９６） （４９７） （４９６）

（出 所） Ａｂｂｏｔｔ ａｎｄ Ｍ ｏｎｓｅｎ， １９７９， ｐ．
５０９
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ａｎｄ Ｉｎｃｏｍｅ Ｓｔａｔｅｍ ｅｎｔ） 」 （１９７６）

④ Ｅｓｔｅｓ ｒ社 会 的 イ ン パ ク ト 報 告 書 （Ｓｏｃｉａ１Ｉｍｐａｃｔ Ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 」 （１９７６）

１９６０年から１９７０年代前半を彩る会 社社会関 連会計に関す るこうした研 究の特徴は、 それ ら
が

総 じ て、 規 範 的 ア
プ ロ ー チ で 展 開 さ れ て い た こ と で あ る。 １９７０年 代 後 半 以 降、 と り わ け１９８０年

代はこれとは対照的な 方向を辿 っている。 一方ではそうし
た規 範的 アプローチの 反省を 目的と

して、 他方では１９７０年 代後 半
にお ける 充実した会社社会関連開 示事例を もとに して、 経験的・

実証的に会社社会関連 開示を 研究する 傾向が著しく高い。

皿． 社会関連会計の定義と範囲

ＮＡＡ 会 社 社 会 業 績 会 計 委 員 会 に よ る 次 の 分 類 が 参 考 に な る （ＮＡＡ， Ｃｏｍ ｍｉｔｔｅｅ ｏｎ
Ａｃ－

ｃｏｕｎｔｉｎｇ
ｆｏｒ Ｃｏ 叩 ｏｒａｔｅ Ｓｏｃｉａ１ Ｐｅｒｆｏｒｍ ａｎｃｅ，

１９７４） 。

① 地域とのかか わり ：主と して 一般大衆にとって為になる 社会的 に方向付けられた 活動。 こ

れ に は 一 般 会 社 の 慈 善 行 為、 住 宅 建 築 と 資 金 提 供、 保 険 サ ー
ビ ス、 従 業 員 間 の ボ ラ ン テ ィ ア

活動、 食 料供給計画、
地域言十画と 改善がある。

② 人的資 源：従 業員の 厚生の 改善に向けられる活動。 例 えば、 従業員実践・教育計画、 作業

内 容 の 充 実、 作 業 環 境、 昇 進 方 針、 及 び 従 業 員 給 付 ・ 手 当。

③ 自然 資源と 環境改善：環境悪化 （公害） の緩 和ない しは予防活動。 これには大気、 水質、

騒音のような 領域に おける法への 遵守 及びそれ 以上の 改善を 含んでい る。 希少資源の保存と

固形廃棄物の 処理もこれに 含ま れる。

④ 製品ない しはサー ビスの安全性：会 社の製 晶あるいは サー ビスが社会に及 ぼす影響に関係

し た 活 動。 こ れ に は 消 費 者 運 動、 製 晶 の 質、 梱 包、 広 告、
保 証 約 款 及 び 製 品 の 安 全 性 が あ る。

１Ｖ． １９８０年 代 の 社 会 関 連 会 計
一 経 験 的 ・ 実 証 的 ア プ ロ ー チ ー 一

１９８０年 代におけるアメリカ社会関 連会 計は、 会社の 社会業績、 社会開 示、 及び経済 業績
の 間

の 関係に 焦点を当てた実証研究を重 視していると ころに、 その特徴がある。

ω Ａｂｂｏ；ｔ ａｎｄ Ｍｏｎｓ６ｎ研 究

Ａｂｂｏｔｔ ａｎｄ Ｍ ｏｎｓｅｎ は 、
Ｅ ｍ ｓｔ ａｎｄ Ｅ ｍ ｓｔ に よ る フ ォ ー チ ュ ン 誌 掲 載 ５００ 社 の 年 次 報

告書に開示されている 社会関連 活動を 対象と して、 そうした活動に 関する 情報の 開示
が収益性

との間に何等かの関係があるか どう かを 調査した。 そ の 結果、 表２に 示 し
た ように、 従 業員

３０，０００人以上の規模
の会社について は、 低開示会社よりも 高開 示会 社

の ほう が、 収益性が優れ

て い る こ と を 明 ら か に し た 。

１２〕 Ｃｏｗ６ｎ．
Ｆｏｒｒｏｒｉ， ａｎ

ｄ Ｐａｒｋ６ｒ 研 究

Ｃｏｗｅｎ，
Ｆｅｒｒｅｒｉ， ａｎ

ｄ Ｐａｒｋｅｒ は 年 次 報 告 書 を 使 っ て 、
次 の よ う な 、 四 つ

の 独 立 変 数 が 七

つの領域の 各々の 開示の 数に及ぼすイ ンパク トを研究 している。
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表 ２ 社 会 責 任 開 示 と収 益 性

平均年次投資利回率

変 数 と グ ル ー プ
（１９６４－１９７４年）

平 均 開示会社

社会責任開示

合 計 ２．４６ ４５０

低 開 示 （１９７３－７４年 開 示 項 目 数 Ｏ － ２） ２．３２
２１４

高 開 示 （１９７３－７４年開 示 項 目 数 ３ 以 上） ２．５８ ２３６

差 ： 高 一 低 ０．２６ ■

従業員数

低 （３０
，
ＯＯＯ人 以 下） ２．６８

３１８

高 （３０
，
ＯＯＯ人 以 上） １．９１

１３２

差 ： 高 一 低 一０．７７．
■

従業員数と社会責任開示

低 従 業 員 数 （３０，
０００人 以 下）

低 開 示 ２．６５
１７４

高 開 示 ２．７３
１４４

差 ： 高 一 低 一〇．
０８ 一

高 従 業 員 数 （３〕，
０００人 以 上）

低 開 示 ０．９０
４０

高 開 示 ２
．
３５ ９２

差 ： 高 一 低 １
．
４５ ’

独立変数：規模、 業種、 収益性、 社
会 責任委員会の 存在

領 域 ： 環 境、 エ ネ ル ギ ー、 公 正 企 業 行 動 （少 数 民 族 及 び 女 性 に 力 点 を 置 い た 雇 用 機 会 均

等 政 策） 、 人 的 資 源、 地 域 と の 係 わ り、 製 品 安 全 性、 及 ぴ そ の 他 の 開 示 （会 社 社

会 目 標、 会 社 社 会 責 任 に 関 す る 授 賞 及 び 会 社 社 会 責 任 活 動 に 関 し て 追 加 的 に 公 表

さ れ た 文 書 の 利 用 可 能 性 に つ い て の 一 般 的 開 示 に 関 す る 名 声） 。

調査の結果、 会社
の規模が種々のタイ プの 社会関連開示と関連 している最も重 要な 独立変数

である こと、 すなわち会社の規模が大き けれ ば大 きい ほど社会関連開示の数が増 える 傾向にあ

る ことを 指摘した。 それにも増 して彼等の 研究の 特徴は、 会社社会責任委員会の 存在が従業員

の 安全、 健康及び教育を含む人的資源開示と 関係して いることを指摘 した点にある。

１３〕 Ｕｌ１ｍａ㎜ 研 究

Ｕ１１ｍａｍ 研究の 特徴は、１９７０年代半ばから８０年代前 半までの 実証的社会 関連 会 計研 究の レ

ビューの 結果判明した研究成果の質的不 明瞭さは、 モ デル特定化の不完全性に起 因してい
ると

して、 そう した不完全性を解消する
ために、 ｒ戦略」 要因

を組み込んだモ デルによ って、 社会

開示、 社会業績および経済業績の関係を 統一的に 説明 しよう
と したことにある。

Ｕ１１ｍａｍ は、 ｒ戦 略」 とは、 組織が 求める資源
を制御する力を もつ利害 関係 者と 最適 な 関

係を 達成す るに際する組織行動の選択性と定 義したう えで、 開示主体による社会 業績と社 会開

示 の レベルは、 利害関係者が組織にとって 決定的に 重 要な 資 源
を 制御 してい る か 否かを 示す

ｒ利害関係者パワー」、 組織の中心と
なる意 思決定者が社会的需要に能動的に対 応するか 否か
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かを示す 「戦略的姿勢」、 及び低 収益期や高債務状況では経済業績が社会的需要に優 先するよ

うに社会的需要の相対 的重 みを 決定し、 社会的需要に関連した プロ ジェク トの遂 行に 要する コ

ス トを負担 しうる 財務 的能 カに 影響を 及ぼす ｒ経済業績」 によ って 決まると 主張して、 それを

次の八つの状況に纒めた。

状 況 利害関係者 戦略的姿勢 経済業績 戦 略
パ ワ ー

１ 高 能動 的 良 高社会業績

高社会開示 （強制・ 自主共）

２ 高 能動的 貧 高社会業績

社会開示： 強制 的事 項高開示、

自主的事項低開示

３ 低 能動的 良 低社会業績

社会開示： 強制 的事 項高開示、

自主的事項低開示

４ 低 能動的 貧 低社会業績

低社会開示 （強制 ・自主共）

５ 高 受動 的 良 高社会業績

社会開示： 強制 的事 項不明瞭、

自主的事項低開示

６ 高 受動的 貧 社会業績： 不明 瞭

社会開示： 強制 的事 項不明瞭、

目主的事項低開示

７ 低 受動 的 良 低社会業績

低社会 開示 （強制 ・自主共）

８ 低 受動 的 貧 低社会業績

低社会開示 （強制 ・自主共）

状況１と８は、 調 査
した 三つす べての 関係について 正の相関を指 摘しているが、 ケースは対

照的である。 例え ば、 状況１では、 利害関係者パワーが高く、 経済業績が良 好で、 重要意思決

定者が能動的姿勢に同意するとき、 社会業績水 準及び社会開示水準共高い戦略が期待されるが、

状況８で は全く逆であ ろう。

状況２では、 会 社は、 再 度、 相対的に高水準の社会業績と社会開 示を 示しているが、 理由は

異なる。 高い利害 者関係 者パワ ーが 高水準の 社会業績を説明している。 高水準の 社会開示は、

法的に強制された事項のみに 関係して いる。 この行動の背後にある道理は、 能動 的な 戦略姿勢

が、 芳しくない経済状 況と 結合 して、 （過度の） 社会規制の財 務的イ ン
パク トを 広範に報告す

ることによって、 乏しい 経済業 績を 合理化しよう と試みる情報 戦略に 導くということである。

｛４， Ｂ９－ｋａｏｕｉ ａｎｄ Ｋａｒｐｉｋ 研；宅

Ｂｅ１ｋａｏｕｉ ａｎｄ Ｋａｒｐｉｋ は、 社 会 表 示、 社 会 業 績、 及 び 経 済 業 績 閤 の 関 係 に 関 す る 実 証 研 究

結果の多様性が、 そう した関係を 単一の 概念的枠組みのなかで 分析するのを 怠っ
たことに 起因
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して いると して、 近年の実 証的会計理論のア
プローチを 駆使 して、 社会 情報を 開示する会社意

思決定の実証モデルを社会業績と経 済業績の 両者の 観点から展開し、 経験的にテス トしている。

一 般 的 概 念 枠 組 み と し て
、
Ｈｏ１七ｈａｕｓｅｎ ａｎｄ Ｌｅｆｔｗｈｉｃｈ 研 究 に 依 拠 し て い る 。

Ｈｏ１ｔｈａｕｓｅｎ

ａｎｄ Ｌｅｆｔｗｈｉｃｈ は 選択可能な会計方法から経営者が行う 選択に 与える 動 機を 調 査する モ デ ル

は、 会 計 技 法 の 選 択 を 契 約 ・ モ ニ タ リ ン グ コ ス ト
と 政 治 的 被 圧 性 （ｐｏ１ｉｔｉｃａ１ ｖｉｓｉｂｉ１ｉｔｙ） に

繋 ご う と 試 み る と の 論 理 の も と に、 一 般 に、 契 約 ・ モ ニ タ リ ン
グ コ ス トの 上 昇 に 直 面 し て い る

会社は、 報告利 益を増大さ せる 会計方法
を 選択する傾向があり、 政治的被圧性の 高い会社は、

利 益 を 引 き 下 げ る 会 計 方 法 を 選 択 す る 傾 向 が あ る、
と の 仮 説 を 設 定 し た （Ｈｏ１ｔｈａｕｓｅｎ ＆

Ｌｅｆｔｗ ｈｉｃｈ ，
１９８３
， ｐ．
９５） ｏ

社会業績 目標の達 成には、 特別の 重要な支出を必要
とする。 そう した 支出は 純利益を減少さ

せる。 社会 的な事 業の 遂行は、 当期の 期間報告利益
に重 要な 影響を 及ぼす 可能性があると同時

に、 契約上の取り決 めによ って制 約さ れて
いる基本的な 財務 変数に も影響を 及ぼしうる。 そこ

で、 Ｂｅ１ｋａｏｕｉ ａｎｄ Ｋａ叩ｉｋ
は 社 会 関 連 情 報 を 開 示 す る 意 思 決 定 は、 社 会 事 業 遂 行 支 出 の 結 果

と し て、 報 告 純 益 の 減 少
を 伴 う こ と を 所 与 と す れ ば、 契 約 ・ モ ニ タ リ ン グ コ ス ト が 安 く、 政 治

的被圧性の 高い会社が社会関 連情報を開示する傾 向がある。 との 仮説を 設定す る。 さらに、 彼

等は、 社会関連情報の開示意 思決定
は 社会業績、 及 び政 治的被圧 性に 正に 相関し、 契約・モ ニ

タ リ ン グ コ ス ト に 負 に 相 関 す る、 と の 仮 説 を 設 定 し て、 そ う し た 仮 説 の 妥 当 性 を 検 証 し た。

調査の結果、 社会 業績の測 定値で あ
る会社名声度、 政 治的 被圧 性の 代理変数である組織的市

場リスク、 総資産
に 対する 総負債の 割合として測定される 財務的てこ、 及び規模を測定する純

売上高に対する回帰 係数が、 有意水準Ｏ．１０以下で有意であること が判明した。 言い換えると、

（Ｅ ｍｓｔ ａｎｄ Ｅｒｎｓｔ に よ る 米 国 会 社 社 会 責 任 開 示 調 査 に 基 づ く 社 会 開 示 度 で 表 現 さ れ る ）

社 会 責 任 情 報 開 示 意 思 決 定 は、 （会 社 名 声 度 に よ っ て 測 定 さ れ る） 社 会 業 績、 （財 務 的 て こ に

よ っ て 測 定 さ れ る） モ ニ タ リ ン グ ・ 契 約 コ ス ト、 及 び （純 売 上 高 及 び 組 織 的 市 場 リ ス ク に よ っ

て測定さ れる） 政 治的被圧性 と有意に相関していると して、 上記の 仮説の 妥当性
を立証した。

１５〕 Ｆｒｅ６ｄｍａｎｎ ａｎｄ Ｊａｇｇｉ 研 究

Ｆｒｅｅｄｍ ａｎ ａｎｄ Ｊａｇｇｉ は 、
環 境 晶 質 評 議 会 （Ｔｈｅ Ｃｏｕｎｃｉ１ ｏｎ Ｅｎｖｉｒｏｎ ｍｅｎｔａ１ Ｑｕａ１ｉｔｙ，

Ｃ Ｅ Ｑ （１９７７） ） の 研 究 に 基 づ い て、 環 境 汚 染 と 深 い 係 わ り が あ る と 考 え ら れ る 紙 ・
パ ル プ、

石 油 精 製、 鉄 鋼、 化 学 業 界 に 属 す る 会 社 の１９７３／７４年 度 年 次 報 告 書 と１０－ Ｋ
を 対 象 に、 先 ず、

環境情報開 示が 次の 指標によ って 示される会社の経済 業績によ って 影響される か否か、 を検討

し た
。

① 資産利 益率 ：純利益／資産合計

② 持分利 益率 ：純利益／所有主持分

③ キ ャッシュ ベース資産利 益率： （純利益十減価償却 費） ／資産合計

④ キ ャッシュベース持分利益率： （純利益十減価償却 費） ／所有主持分
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⑤ 資産営業利益率： （純利益十税額十 支払 利息） ／資産合計

⑥ 持分営業利益率： （純利益十税額 十支払利息） ／所有主持分）

その 後さらに、 環境情報開示
と経 済業績との 関係が 業種によって 異なるのかどうか、 及

び会

社の 規模によって 異なるのか どうかを 検討した。

それらの 検討を目的として設定した仮 説は、 次の 三っで ある。

仮説１一環境情報開示の広さと会 社の 経済業績との 問に は何の関係もない。

仮説２一紙・パル ブ、 石油精製、 鉄鋼、 化学業界に 属す る会社の環境情報開示
と経済業績と

の間には何の関係もない。

仮説３一環境情報開示の広がりと 経済業績との 問に は、 大規模会社であろうと小規模会社
で

あろうと何の関係もない。

調査の 緒果、 サ ン
プル全体の 環境 情報開示の 程度と 経済業績指標との問には何の相関もない

た め に、 彼 等 は 第 一 仮 説
を 棄 却 し え な か っ た 。

環境情報開示と経済業績との関係に 及ぼす 業種の 影響については、 石油 精製業と製紙 業に 有

意な 相関を 得ている。 前者については 資産営業利益率及び全経済業績指標 平均
と環 境情 報開示

との 間で、 後者
にっいては 環境情報 開示と キャッシュ ベ ース 持分 利益 率と の問 で、 有 意水 準

０．０５で 有 意
な 相 関 を 得 て い る。

１９７３年と７４年の 石油精製業界の場合、 この 結果は、 経済業績が好調な会社が 環境情 報を非 常

に広 範に 開示したことを示している。 しか し、 こう した 結果は、 一 方では石油輸出 国機 構 （Ｏ

ＰＥＣ） のカ ルテルに よって斎された価格 構造の 変化と エネルギー危機を早めた石油通 商取引

禁止によ って、 供給の 制限が原油価値の著 しい増大と 結合して 石油会社の多くに利益の 上昇を

斎したこと、 他方では１９７３／７４年はＳＥＣが環 境情 報開示に 規制した最初の年で、 経済 的に 好

業績を 挙げた石油 会社は、 環境情報開示に対する 投資家の 如何な
るネ ガディ プな反応に も不安

を 抱 か な か っ た 可 能 性 が あ る こ と に 依 る こ と を 強 調 し て い る。 こ の こ と は、 １９７３年 と７４年 の 石

油 精製 業に おける 環境情報開示と経済業績との有為な相 関は、 対象期間中の経済環境に 発生 し

た特殊要 因の もとに 成立したもので、 正常な状 況のもとで 得られたの ではなく、 従って正当な

評価を下 し得ない と彼等は 考えていることを意味している。

資産合計 及び売 上高を 基準と して ４分割したサ ンプルのなかで、 最上位四分の 一の 大規模会

社については、 経 済業績
と 環境情報開示との間に有意な相関関係を 得ている。 環境情報開示と

の問に、 資産 合計
を 基準と した 場合には持分利益率と有意な相 関を 得、 売上高

を 基準と した場

合にはキ ャッシュ ベース持分利益率と有意な相関を 得ている。 また、 売上高を 基準とした最上

位四分の 一の 大規模会社の 全経済業績指標平均と環 境情報開 示指数との 間にも有意な相関を得

て い る。

こ れ ら の 結 果 は、 ま
た、 有 意 な 相 関 係 数 が 負 で あ る こ と も 示 し て い る。 こ

の こ と は、 経 済 業

績が優れている 大会社は広範な環境情報を提供せ ず、 経 済業 績が 芳しくない会社
が広範な環境
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情 報を 開示するの は、 経済業績の 弱さの理由
を多額の環 境関 連資本支出に 求めて、 その こと を

投 資 家 に 知 ら せ る こ と に イ ン セ ン テ ィ ブ を 有 し て い る こ と に あ る と 解 釈 し て い る。

Ｖ． 社 会 関 連 情 報 開 示 規 制 一 環 境 情 報 を 中 心 と し て 一

これ らの 社会関連情報開示に関する 研究成果は、 そう した 情報開示の 規制の 必要性を示唆し

ている。 もし社会関連報開示の規制、 とりわけ企業 活動が 環境
に 及ぼす情報の 開示を規制しな

けれ ば、 環境保全活動が 経営上の 基本的前提となりつつ あ
る 今日、 また 環境情報は じめ社会関

連情報 開示が、 会社の 規模や経済業績の良否によって 左右され、 さら
には 環境情報開示が必ず

し も環境業 績を 反映しない 傾向にある 限り、 会貢十情報
が 企業活動の 実態を 適正に反映しないこ

とによ って、 情報利用者の 意思決定を 誤導し、 社会 的不公平
を 招来せしめる ことになる。 環境

情報をは じめとする 社会関連情報の 開示を規制すれ ば、 それによ って、 経営者に環境保全をは

じめ社会関 違活動を 促進さ せると 同時に、 開示 し難い 活動を 抑制 させる効果も期待できる。

現在、 ＳＥＣは様式
１〔トＫに記載される営業の概況の 内容を 定めている レギュ レー ショ ンＳ－

Ｋにおいて、 環境への汚染物質
の 排出その 他環境保全を 規定している各種の条令に したが って、

資本支出、 利益およ
び競争上の地位に重要な影響をおよ ぼす 場合には、 その 旨を開示すべきこ

と
’
を規 定している。 ＳＥＣが こう した 環境情報開示規制を 行うの は、 これらの 環境情報の投資

意思決 定上の重 要性をＳ ＥＣ が認識していること、 すな わち企業による環境汚染物質排出抑制

計画の効果およ び環境保 護条例違反に対する制裁も しくは罰則の 可能性に係わる リスクを投資

家が評価するのに、 こう した 環境情報が役立つとＳＥＣが期 待している から
にほかならない。

しか し、
このＳ ＥＣ規 定も 投資家に 焦点を絞っている 点に 限界があ る。 会計

開示規制をめ ぐ

る議論は、 従来、 資
本市 場の 存在を 前提にして、 経営 者と それ ぞれ異なる 情報要求を持つ種々

の投資家との関係と して展 開されてき た。 しかし、 企業 行動のす べて がす べて 資本市場に反映

されているわけではない。 企 業行動が 環境をは じめ社会に 及ぼす 影響
は、 必ずしもそうした市

場には反映されない。 ところが、 企業は環境問題について
は、 その 保全等に 関する 各種の条例

の遵守が義 務づけ られているので、 そうし
たルールのもとに 企業と しての 行動を選択している

はずである。 地域住 民をは じめと し
た 地球上の全人類は、 環 境に 影響を 及ぼす 企業行動に利害

を有し、 それゆえ企 業が 開示する 会計情報に一定の情報 要求
を 持っている。 従来の 開示規制論

議から、 この論点が 脱落 している。 環境保全
をは じめ企 業の 社会 関連活動の 重要牲が今日ほど

問われた時期はない。 と りわけ、 環境保全は 企業活 動に とって 不可欠な前提条件にな っている。

こうした状 況のもとで、 企業 環境活動
の 開示を促す規制の 設定は 緊急の 課題と 言える。

も ち ろ ん、 こ う し
た 開 示 規 制 に 対 し て、 経 営 者 は ネ ガ テ ィ ブ な 行 動 を 選 択 す る で あ ろ う。 一

般に経営者は、 開示
の強化に 消極的で ある。 開示の拡大は、 経営 者にと って 企業経営に関する

自己固有の手法の公開に繋がり、 厳格な規制
は経営者が持つ自 由裁量権の 幅を 狭めることにな

る。 そのうえ、 個々の会 計基 準が 及ぼす 影響
は企業によ って異なる ことが 予想されるために、
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また経営者の利害は会社個別の 影響に 直接的に関連付けられて いるために、 経営 者は こう した

環境情報開示に関する基準 設定 過程で 積極的なロ ビイ ング活動を展 開するであ ろう。

経営者と同様も しくはより複雑な 事情は住民にもある。 通常の投 資家と 違い、 住民も経営者

と同様にリスク分散の 機会を 多く有 して いる わけではない。 さ らに 彼等の 利害は 多くの 企業か

ら複合的影響に晒され 易い。

もし社会関連活動情報とりわけ琴境情 報開 示を 規制 しな けれぱ、 業種
の如何にもかかわ らず、

すべての企業に対して環境をは じめとする社 会への 配慮が 求められている昨今、 情報開 示の質、

量、 タ イ ミ ン グ、 方 法
に ム ラ が 生 じ る こ と か ら 情 報 に 基 づ く 意 思 決 定 を 誤 導 し、 そ の 結 果 社 会

的不公正を招くことにな ろう。

社会関連活動情報とりわけ環境情 報の 開示を 規制す れば、 開示が持つ実態へ
の影響によ って、

経営者は原 料・製 法の 転換、 環境保全支出の増大を余儀なくさ れ
る であ ろう が、 その結果とし

て環境保全が 充実 し、 企業・住民間の関係改善による 安定的企
業環境の 確保が可能となり、 ま

た社会的 費用の内 部化によ る住民の 可処分所 得の増大によ って、 長期的には企業の経済業績向

上 への寄 与が 期待されうる であろう。

ｗ． お わ り に

企 業の 社会関連活動のなかでも特に環境保 全活動は、 今や、 地球上の 全人類にとって、 克服

す べき共 通の 課題と して 認識されつつある。 環境を 犠牲に して 経済を優先する悪考の追求
は、

許されなくな って いる。 経済協カ開発機構 （
ＯＥＣＤ） で も、 環境保全の推進に役立つ 二酸化

炭素排出税の導入を始めとする 環境政策と経済政策との 統合を 検討すること にして いる。 ま た、

公害対策に要する 費用の効果について 過去の 実例を 基とした最近の調査によれ ば、 環境破壊に

よる 被害補償額が事前の防止費用より 著しく 多額にの ぼり、 時には百倍に も及ぷことが 報告さ

れ て い る 。

こう した 現実を目前にして、 企業
の環境活動をは じめ 社会 関連活動に関する情報開示規制は、

社 会 的 厚 生 の 最 大 化 の た め に 不 可 決 で あ る。 そ の 際、 規 制 の 対 象 は、 当 面、 開 示
を 重 視 し て 、

資本化処理、 費用化処理等
の会 計政策の 決定については慎重を期す 必要がある。 とい うの は、

社会関連活動のなかでも特に 環境活動に 関す る測定問題が合意に達 して いな い現状の もとでそ

うした会計政策を決定すれ ば、 悠 意性の 介入による会計数値の 歪曲化カミ生ずる 恐れ
があるから

で あ る。 ま た、 開 示 規 制 の 対 象 は、 貨 幣 情 報、 実 績 情 報 に 限 定 す べ き で
は な く、 企 業 に よ る 社

会関連活動の実態を 開示するには、 物量情報、 法令・条例等によ
る 基準値情報、 さらには記述

情報による補足を 奨励する 必要があ ろう。
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Ａ ｈ ｍ ｅｄ ａｎｄ Ｐｈｉ１ｉｐ Ｇ．

Ｋ ａｒｐｉｋ，
“ Ｄ ｅｔｅｒ ｍ ｉｎ ａｎｔｓ ｏｆ ｔｈｅ Ｃ ｏｒｐ ｏｒａｔｅ Ｄｅｃｉｓｉｏｎ ｔｏ Ｄｉｓ－

ｃ１ｏｓｕｒｅ Ｓｏｃｉａ１ Ｉｎｆｏｒｍ ａｔｉｏｎ，
’’
λ ㏄ ｏ” 洲 π８，

ル 〃 加８ ｏπｄ λ ㏄ ｏ”〃α
舳 吻 Ｊｏ 〃 舳’，

２
，
１ （１９

８９）

Ｃ ｏ ｗ ｅｎ，
Ｓｃｏ 帆 Ｓ．， Ｌｉｎｄａ

Ｂ
． Ｆｅｒｒｅｒ

ｉ ａｎｄ Ｌ ｅｅ Ｄ．
Ｐ ａｒｋｅｒ，

‘‘Ｔｈｅ Ｉｍ ｐ ａｃｔ ｏｆ Ｃ ｏｒｐｏｒａｔｅ

Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓ ｏｎ Ｓｏｃｉａ１ Ｒ ｅｓｐｏｎｓｉｂｉ１ｉｔｙ Ｄｉｓｃ１ｏｓｕｒｅ：Ａ Ｔｙｐ ｏ１ｏｇｙ ａｎｄ Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ－Ｂ ａｓｅｄ

Ａ ｎａ１ｙｓ
ｉｓ，
’’ λ ｏｃｏ㎜ 州 加８，

０ ｆ 卯 ω 加 ω わ 伽 ｏ冊ｄ Ｓｏｃ た 物・ Ｖ ｏ１．１２，
Ｎ皿２ （１９８７）

Ｅｓｔｅｓ，
Ｒ ａ１ｐｈ Ｗ ．，

Ｃｏｒρｏ 舳 た Ｓ ｏｏ 〃 λ ㏄ ｏ〃ω 肋 ８，
Ｗ ｉ１ｅｙ－Ｉｎｔｅｒｓｃｉｏｎ ㏄ Ｐｕｂ．，

１９７６
．

Ｆｒｅｅｄ ｍ ａ ｎ， Ｍ ａｒｔ
ｉｎ， ａｎ

ｄ Ｂｉｋｋｉ Ｊａｇｇｉ、
‘‘ Ｐｏ１１ｕｔｉｏｎ Ｄｉｓｃ１ｏｓｕｒｅ，

Ｐ ｏ１１ｕｔｉｏｎ Ｐｅｒｆｏｒ ｍ ａｎ ㏄ ａｎｄ

Ｅｃｏｎ ｏ ｍｉｃ Ｐｅｒｆｏｒ ｍ ａｎｃｅ，
’’ ０ ｍｅ８ｏ １９８２．

“ Ａ ｎ Ａ ｎａ１ｙｓｉｓ ｏｆ ｔｈｅ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｂｅｔｗ ｅｅｎ Ｐｏ１Ｉｕｔｉｏ ｎ Ｄｉｓｃ１ｏｓｕｒｅ ａｎｄ
Ｅｃｏｎｏ ｍ ｉｃ Ｐｅｒｆｏｒ－

ｍ ａｎ㏄，
Ｉ’ λ ㏄ ｏ“ 州 冊８，

ル 伽 初８ ｏπｄ λ ㏄ｏ凹〃ｏ 舳 吻，
１
，
２ （１９８８）

環 境 庁 地 球 環 境 経 済 研 究 会 ｒ日 本 の 公 害 経 験 一 四 日 市、 水 俣、 神 通 川 の 各 事 例 に 示 さ れ る 甚大 な 被 害 に つ

い て 一 』 、
（環 境 庁

、
１９９１年 ７ 月 ）

。

Ｈ ｏｌｔｈａｕｓｅｎ，
Ｒ
．
＆ Ｌｅｆｔｗ ｉｃｈ，

Ｒ．１
‘‘Ｔ ｈｅ Ｅｃｏｎｏ ｍ ｉｃ Ｃ ｏｎｓｅｑｕｅｎｃｅｓ ｏｆ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ Ｃｈｏｉ㏄

Ｉｍｐ１ｉｃａｔｉｏｎｓ ｏｆ Ｃｏｓｔ１ｙ Ｃｏｎｔｒａｃｔ
ｉｎｇ ａｎｄ Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ、

’’ Ｊｏ〃 ωｏ’ ｏ／ λ ㏄ｏ“ 伽 ㎎ ㎝ｄ 亙 ㏄ πｏ－

ｍ たｏ， ＶｏＬ
５ （１９８３）

Ｌｉｎｏ ｗ ｅｓ，
Ｄ ａｖｉｄ Ｆ．，

．．Ｔｈｅ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎ ａｎｄ Ｓｏｃｉａ１ Ｐｒｏｇｒｅｓｓ，
’’ Ｊｏ 〃 伽 ’ ｏ∫ 月 ｏｃｏ 洲 一一

“冊ｏ，，
Ｊｕ１ｙ １９７３．

Ｎ ａｔｉｏｎａ１ Ａ ｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ Ｃ ｏ ｍ ｍ ｉｔｔｅｅ ｏｎ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ ｆｏｒ Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ
Ｓｏｃｉａ１ Ｐｅｒｆｏｒ－

ｍ ａｎｃｅ，
“ Ａ ㏄ ｏ ｕｎｔｉｎｇ ｆｏｒ Ｃ ｏｒｐｏｒａｔｅ Ｐｅｒ

ｆｏｒ ｍ ａｎｃｅ，
’’ ”ｏπｏ８ 舳 ｅ 〃 パ ㏄ ｏ” 洲 ”８，

Ｆｅｂｒｕａｒｙ １９７４－

Ｕ１１ｍ ａ ｍ ，
Ａｒｉｅｈ Ａ．，

“ Ｄ ａｔｅ ｉｎ Ｓｅａｒｃｈ ｏｆ ａ Ｔｈｅｏｒｙ ： Ａ Ｃ ｒｉｔｉｃａＩ Ｅｘａ ｍ
ｉｎａｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ Ｒ ｅ１ａ－

ｔｉｏｎｓｈｉｐｓ ａ ｍ ｏｎｇ Ｓｏｃｉａ１ Ｐｅｒ
ｆｏｒ ｍ ａｎ ㏄ ，

ＳｏｃｉａＩ Ｄｉｓｃ１ｏｓｕｒｅ， ａｎ
ｄ Ｅｃｏｎ ｏ ｍ ｉｃ Ｐｅｒｆｏｒ ｍ ａｎｃｅ ｏｆ Ｕ，

Ｓ， Ｆｉｒｍｓ，
’’ ル ｏｄ 舳 ， ｏ∫ ”απα解 ㎜ε誠 Ｒ ω 加 ｗ，

Ｖｏ１．１Ｏ，
Ｎ皿３ （１９８５）

以上 の論 稿 は、 下記の 拙 著並 びに 拙稿 を中 心に 種 めた もの であ る。

『会 計 ディス クロ ー ジャ ーの理 論 と実 態』 （中 央 経済 社、 平成 ２ 年）

「アメ リ カ社 会責 任 会計 の動向 一１９８０年 代を 中 心と して 一」 ｒ関 西 大 学 商 学 論 集』 第３５巻 第 ６号 （１９９１年 ２月

号）

「環 境情 報開 示の 研究 方 法」 ｒ産 業経 理』 第５工巻第 １ 号 （１９９１年 ４月 号）

「環 境情報 開 示の 規制」 ｒ会計ｊ 第１４０巻第 ３号 （１９９１年 ９月 号）


